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地球温暖化防止に貢献する農地土壌の役割について

（地球環境小委員会におけるとりまとめ概要）

背景及び位置づけ

○ 地球温暖化問題は農林水産業・食料問題にも深刻な影響を及ぼすと予測さ

れ、国民全体で取り組むことが必要。京都議定書の次期枠組み作りに向けた

交渉が開始される中で、農業分野において貢献が期待できるものとして、地

球温暖化防止に貢献する農地土壌の役割についての知見を集約。

○ 吸収源としての農地の機能は国際的にも認知されており、米国においても

農地の吸収源としての機能に着目した支援を導入することが検討されている

旨、政府高官から表明。

○ 我が国としても次期枠組み作りの交渉に向け、食料・農業・農村政策審議

会企画部会地球環境小委員会において、農地の二酸化炭素吸収機能について

知見を集約。

○ 今後、本とりまとめに基づき、我が国の農地土壌における温室効果ガスの

排出削減・吸収増加の機能について、より一層科学的知見を集約しつつ、国

民的な理解を得ながら国際交渉に積極的に参画。

とりまとめの概要

○ 農地には大量の炭素が貯留されており、農地が温暖化防止に果たす機能に

ついては国際的な議論でも幅広く認知。

○ 温室効果ガスの排出削減・吸収増加の促進に効果的な農地管理手法は以下

の４つ。

・たい肥等の有機物の投入量の増加

・不耕起栽培や省耕起栽培

・土壌改良資材（木炭等）の施用の促進

・多毛作の促進による緑肥等の有機物の投入の増加
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○ 農地管理による温室効果ガスの排出削減・吸収増加見込み量は、１～1.5

トンのたい肥を農地に施用した場合、200万炭素トンと試算。ただし、実際

の吸収量の算定に当たっては精緻化が必要。

○ 我が国の農業者の努力が適切に評価されるようなルールが構築されるよ

う、次期枠組みづくりの交渉に積極的に参画。

○ 農地土壌中の炭素量の変化について、精度をさらに高めるための炭素量の

把握手法の開発を推進。

○ 農地土壌における適切な温室効果ガス排出削減・吸収増加の促進に向けた

政策措置の検討については、科学的な知見のさらなる集約と国民への理解の

浸透が重要。

○ 国民へ広く説明し、温暖化防止に貢献する農地の役割について理解を醸成

する必要。
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○ 地球温暖化は加速的に進行しており、農林水産業・食料
問題にも深刻な影響を及ぼすと予測。

○ 地球温暖化問題は国民全体で総力をあげて取り組むべ
き課題であり、農業分野においても地球温暖化問題に着実
に取り組む必要。

○ 京都議定書の次期枠組み作りに向けた議論に向けて、
農地土壌の吸収源機能について知見を集約し、国際交渉
にインプットしていくことが急務。
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委 員 構 成

○農地には大量の炭素が貯留されてお
り、農地が温暖化防止に果たす機能につ
いては国際的な議論でも幅広く認知。

○温室効果ガスの排出削減・吸収増加
の促進に効果的な農地管理手法は以下
の４つ。
・たい肥等の有機物の投入量の増加
・不耕起栽培や省耕起栽培
・土壌改良資材（木炭等）の施用の促進
・多毛作の促進による緑肥等の有機物
の投入の増加

○農地管理による温室効果ガスの排出
削減・吸収増加見込み量は、１～1.5トン
のたい肥を農地に施用した場合、200万
炭素トンと試算。ただし、実際の吸収量の
算定に当たっては精緻化が必要。

○我が国の農業者の努力が適切に評価
されるようなルールが構築されるよう、次
期枠組みづくりの交渉に積極的に参画。

○農地土壌中の炭素量の変化について、
精度をさらに高めるための炭素量の把握
手法の開発を推進。

○農地土壌における適切な温室効果ガ
ス排出削減・吸収増加の促進に向けた政
策措置の検討については、科学的な知
見のさらなる集約と国民への理解の浸透
が重要。

○国民へ広く説明し、温暖化防止に貢献
する農地の役割について理解を醸成する
必要。

地球環境小委員会とりまとめ概要
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農地の吸収源としての機能

参考：第１約束期間における吸収源の取扱い

○ １９年１０月から２０年３月にかけて地球環境小委員会を
計５回開催。

○ ２０年３月１９日に食料・農業・農村政策審議会企画部会
において了承。
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